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第1章はじめに
　最近の企業における研究開発（R＆D）は、長期的な企業戦略の中で最も重要なものと
して位置づけられ、1970年代後半から、日本の産業は本格的な研究開発競争の時代に
突入したと言える。そして、企業は様々な知識や技術を開発したり、導入して、高度な技
術集約的な産業構造となることによって、製品の付加価値を高め、使用効率を向上させ、
コストを削減させることに成功したのである。特に先進国においては、高付加価値である
ところの先端技術の開発が鍵を握っていて、その研究開発のために過剰なまでの投資を
行っているのが現実である。
　現在の先端技術は、主に、エレクトロニクス、新素材、バイオテクノロジーの3つの分
野に大別できるのだが、石井（1984）［5］によれば、これらの先端技術が従来の科学技術
と性格を異にする幾つかの特徴が挙げられている（注1）。
　第一に、　「精密」である点である。例えば、超LSI（大規模集積回路）製造のために
は、超精密な加工精度が必要で、同時に工作機械の極限的精度や時間的計測精度も極めて
高度化し、さらには高度な純水と厳格なクリーン・ルームが必要である。すなわち、もの
すごくその製造技術が複雑になっているといえよう。
　第二に、アクセシビリティ（入手しやすさ）が高い点である。例えば、エレクトロニク
スの最先端技術製品でさえも、秋葉原の電気街で誰でも家電製品並に入手可能である。こ
れは、ある意味では製品技術が市場に漏れてしまうことを示したものである。このことは、
従来の巨大科学技術の独占体制と現在の先端技術の普及性が決定的に異なる点で、横断的
に幅広い技術分野への応用を可能にしている。
　第三に、先端技術のほとんどの分野は、学際的、つまり、専門分野の境界に位置してお
り、従来の学問体系の枠組みの中では異端である。例えば、バイオテクノロジーは、工学
のみならず、医学、薬学、理学等、理系の学問分野のほとんど全てと関連している。この
ことは、異分野の企業同士が互いの得意分野を生かして技術提携を行う誘因の一つだと思
われる。そして、新しい需要を生み出すことにもなるであろう。
　このように、企業が新技術を研究開発する上で、現代のような情報化社会においては特
に、スピルオーバー（情報の外部性）が与える影響を抜きに語ることは出来ないであろう。
自社で多額の研究開発費を支出して生み出した知識や技術は、同時に相手企業にも漏れて
しまい、その恩恵を与えてしまうのである。そのような知識の持つ専有不可能性は、おそ
らく企業のR＆D投資への私的インセンティブ（誘因）を損ねてしまうであろう。しかし、
実際には、積極的に多角的な投資を行い、時には、他企業との共同開発や情報の交換まで
も行われている。
　したがって、研究開発の私的インセンティブに対し、知識の専有性の低下を打ち消す程
の別の要因が企業に働いているのではないかと思われる。前述の今日の先端技術における
104
研究開発のモデル分析一研究開発のスピルオーバー効果を中心に一（高木）
特徴もその一つであろうし、また、様々な市場の構造も影響していると思われる。
　そこで、この論文では、技術革新が企業の生産コストや価格、及び利潤にどのような影
響を与え、その結果、企業の研究開発投資に対してどのようなインセンティブが働くかを
検討していきたいと思う。ただし、研究開発を行う際のリスク、不確実性の問題について
は触れないものとする。
　特に、スピルオーバーに関しては、これまでSpence（1984）［15］等によって、専有性の
低下という観点からR＆D投資のインセンティブに対する否定的な側面が取り上げられて
きた。しかし、ここではスピルオーバーがR＆D投資のインセンティブへ与えるポズィ
ティブな面を強調し、スピルオーバーとR＆Dとの関係について、以下の点から拡張した
い。
　第一に、知識は公共財ではなく、相手企業の知識のスピルオーバーを吸収し利用するた
めには、企業自らが積極的にR＆D投資を行ってその解明に努めなければならないという
ことである。それは、近年のR＆Dラッシュのように知識の水準が高度になるにつれて、
その現象は顕著に現れている。この点については第4章で、Cohen＝Levinthal（1989）
［10］によって吸収能力を内生的に導入して分析されたモデルを基に検討する。
　第二に、産業におけるR＆Dは、長期的にはさまざまな市場の要因によって相互依存的
に決定されることである。第5章では、Dasgupta＝Stiglitz（1980）［11］で考慮されな
かったスピルオーバーを導入したLevin＝Reiss（1988）［13］のモデルを基に検討する。そ
こでの仮定は、自社のR＆Dにより生じる利用可能な自社に特有な知識と、産業内に分け
与えられて共有される知識は完全な代替物ではないとし、Spence（1984）の完全な代替物で
あるという仮定を緩めた。そして、スピルオーバーを考慮する場合に、産業内に共有され
る知識が生産コストに与えるところの知識の生産性が高い程、専有性の効果を相殺させる
ように働き、R＆Dへの強さを増すというものである。これは、知識の生産性の高いハイ
テク産業の情報や知識に関する普及が、コストを低下させて、利潤を増加させ、その増加
した分が新たにR＆D投資として促進されるというもので、近年の現象と大いにマッチし
たものである。また、需要の創造という点から、プロダクトR＆DについてもプロセスR
＆Dと同様の分析を加えた。
　以下この論文の構成として、第2章では、従来の、R＆Dが新しいものを生み出す役割
があるという考え方に加えて、吸収能力を高める別の役割が存在するという見方を考慮に
入れた場合、どのようにR＆D投資に影響を与えるのか検討する。次に第3章では、R＆
Dを産業組織の構造の点から検討する。最後に第4章で、結論と今後の問題点を述べて締
めくくる。
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第2章R＆Dのラーニングを導入したモデル
　本章では、知識が公共財ではないと考え、スピルオー一バーの存在によって、相手企業の
R＆Dによる成果をより多く吸収し利用するためにもR＆D投資へのインセンティブが高
まるということを、吸収能力を内生的に導入したCohen＝Levinthal（1989）［10］のモデル
を基に考察する。
2－1　研究開発投資の役割
　これまでの議論では、研究開発投資の目的を新しい情報や生産物を生み出すこととして
のみ考えられてきた。ところが、1970年代後半からのハイテク産業を中心とした企業
の研究開発競争ラッシュは目覚ましく、産業間に存続する企業は利潤より自分のシェアを
重視するという見方が有力になった（注2）。この見方は、短期的利益より長期的な視野
に立った日本企業にはかなり当てはまると言えよう。
　また、そのような場合に自企業の技術水準が他企業に遅れをとれば致命的に成りかねな
いだろう。従って、企業は自ら新しいものを産み出そうと必死になり、同時に他社の利用
可能な知識を積極的に取り入れようと解明に力を入れるだろう。佐藤（1985）［2］によれ
ば、技術革新に傑出した業績を誇る巨大企業に共通して言えることは、多くの場合、発明
・発見の最初の『模倣者』であり『応用者』でもあったと述べている。そして、世界的大
企業IGファルベンは、模倣するにしても独自の開発をするにしても、シンセティック・
マテリアル（合成材料）の分野に、当時としては、桁外れのR＆D投資を行っていた。ま
た、この会社は（バイエルなどドイツの他の会社もそうだが）、大学の教授やノーベル賞
受賞者等をコンサルタントとして使い、産業外の幅広い基礎知識をも採り入れる上でも大
いに役に立ったといえる。
　Cohen＝Levinthal（1989）では、企業のR＆Dに投資するインセンティブに対するR＆D
の2っの役割の意味付けを考慮している。そこでは、R＆Dを新しい生産物や情報を産み
出すだけでなく、存在する情報を吸収したり、利用したりするような企業の能力をも高め
るものとして考えている。そして、後者の企業の吸収能力を高める働きを持っラーニング
は、Spence（1981）［14］の既に行っていることを繰り返し行い、経験を積むという自動的
な過程のラーニングとは種類が異なっている（注3）。また、これまでR＆Dがラーニン
グにおいて演じる役割はほとんど注意が払われず、技術知識は公共財のようにコストをか
けずに他企業によって知られわたると考えられていた。しかし、Cohen＝Levinthalは、も
し情報操作費用や模倣費用が新しい知識を起こす費用と比べ相対的に小さいとすれば、そ
れはその知識が発生している付近の企業によって、すでに多額のR＆Dが費やされてきた
ためであると考えている。これは、前章までのスピルオーバーによる専有性の低下のため
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にR＆Dへのインセンティブを減じるとしたものを批判し、逆に相手のスピルオーバーを
より多く吸収していくためにR＆Dを行うことの必要性を述べたものだと言えよう。
　以下では、この論文を詳しく検討していくことにする。
2－2　モデルの構造
　企業によって利用される技術的知識の根源として
①自企業のR＆Dによる知識
②他企業のR＆Dのスピルオーバーから得た知識
⑧産業外に存在する知識
の3つを考える。
　そうすると、自社（i企業）の知識の増加（Zi）は、今期の自企業のR＆D投資（m、）と今
期の他企業（j企業）のR＆D投資（m」）のスピルオーバーに産業外の知識（t）を加えたも
のを実際に吸収した量の合計で決まる。
　すなわち、
Z1＝mi十γ1（θΣj＝1”ml十t） （j≠i） （2．1）
ここで、
n：産業内の企業数
Zi：i企業の技術的知識、科学的知識への追加
π㌧1＝∂πi／∂z正＞0，π㌧igi＝∂2πi／∂Zi∂Zt＜0
i企業の知識が増加するにつれて、i企業の利潤（πi）は増加するが、その増加の程度
は次第に減少する。
　　　　mi：i企業のR＆D投資（フロー）、金額で評価
　　　　γ互：i企業の吸収能力（o≦γ1≦1）
γi＝1なら、i企業は公共の領域に存在する知識をすべて吸収し、7’　i　＝Oなら、全く吸
収しないことを示す。γは現在だけでなく過去を通じて累積的に作られたR＆Dの成果に
よるものと考えている。
　ここで、γ、m、β、θについては、次のように考える。
γi＝γ（mi，β）
β：吸収能力の開発、維持にR＆Dがどこまで有意義かを評価する変数
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βが大きくなるという事は、企業の外部知識への関心や必要性が低下するということ、あ
るいは、ラーニングするのが複雑になることを意味する。
γ鵬＝∂γ／∂m＞0，t）’　mM＝∂2γ／∂m∂m＜0
企業自身のR＆Dは吸収能力を増すが、その程度は次第に減少する。
γβ＝∂γ／∂β＜0
　また、外部知識が複雑で、企業の特別な必要性や関心の標的とされていないような時に
は、企業自身のR＆Dが、さまざまな知識を認識したり吸収したり利用するたあにより重
要になる。
γmβ＝∂2γ／∂m∂β＞0
外部知識のラーニングが困難になれば、R＆Dの限界的な影響が増す。
　　　　θ：産業内のスピルオーバーの程度（0≦θ≦1）
θ＝：1なら、企業の知識は完全に漏れてしまう状態で公共財的な性格が強い。θ＝oなら、
完全に企業の秘密が守られている状態。
　また、技術的機会（t，f）については、所与の産業での技術進歩を達成するのに、企
業にとってどのくらいコストがかかるかで考え、tは、
　　　　t：産業外の技術的知識の量
これは主に、政府や大学の研究所が産み出したものや知識の供給者（ユーザー等）によっ
て産み出されたものである。また、fは
　　　　f：新しい知識zが企業の製造過程や製品の技術的パフォーマンスを改善させる
　　　　　　程度（知識の質的なもの）
π㌧ほ＝∂2π1／∂z藍∂f＞0
っまり、知識が製品に結び付く度合いが高いほど、利潤は増加する。
　以上の条件のもとで、（2．1）式は相手のR＆Dによって新たに産み出されたものの
スピルオーバー一を得るためには、自らR＆Dをしなければ吸収できないことを示している。
なぜなら、もし自らR＆Dを全く行わないとすれば、吸収能力は0のままであるからであ
る。日本が、欧米の技術を容易に真似ることが出来たのも、その背景には非常に高い日本
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のR＆D投資があったからであると言えよう。このモデルは、その意味において、Spence
（1984）でのスピルオーバーモデルとは決定的に異なっている。
　ところで、（2．1）式のモデル化には必ずしも議論の余地がないという訳ではない。
例えば、（2．1）式では相手企業（j）の今期のR＆D投資額mjが大きいほど、それは
スピルオーバーによって跳ね返って、吸収能力γ1が一定なら自企業（i）の知識の増大
Zlにつながるということが分かる。しかし、現実には競争相手の企業が多額のR＆D投
資を行い、技術水準が非常に高度なものになったためにその企業が何をしているのか、ま
たどのようにそれを行っているのかを全く理解出来ない場合があるかもしれない。つまり、
相手がR＆Dを増せば、自社は相手の知識を理解することが困難になり、むしろ相手の技
術水準が自社の手に届く範囲の水準が自社の知識の増加（zDを最大化するのではなか
ろうかという疑問が出でくる。つまり、j企業がi企業より遥かに優れた私的技術を保持
するようになった場合には∂z1／∂mJ＞0という仮定は成立しなく、　R＆Dプロセスに
おける性質に大きな影響を与えることになる。
　このような場合には、j企業はi企業よりも永久に技術的に優位であり続けることが可
能になる。なぜなら、j企業が技術的に圧倒的優位にあるため、　i企業が追いつくには非
常にコストがかかり、事実上不可能となってしまうからである。ただし、実際にはこの様
な時には独占の弊害を除去し、社会的に有益な競争と効率を達成するため、i企業がj企
業に接近出来るよう政府が補助金政策を行うかもしれない。また、j企業にとっては遥か
に技術の遅れたi企業からはもはや学ぷべきことは何もなくなってしまうのではないかと
いう疑問も出て来よう。さらには、i企業とj企業の知識のストックが等しければ、スピ
ルオーバーは存在しないことになってしまうだろう。
　これらの議論は本来、技術知識が一次元で企業が継続的に学習するモデルにおいて、ス
ピルオーバーにより「次のステップ」が相手企業の工程、製品に具体化されている場合に
限った話しなのである。つまり、このステップを踏まなければ、どの企業も「次のステッ
プ」を越えて何者からも利益を得る事は不可能なのである。これらの点については、Kreps
＝Spence（1984）〔12】の以下のような指摘に基づいて、その矛盾は解決出来るだろう（注4）。
　本来、専門能力は一次元ではない。そして、遥か先を行く敵を持つという事は、我々が
取り得る「次のステップ」がより広く並んでいる事を意味しており、我々がどのステップ
を踏もうと、それを素早く行う事が出来るという事を意味している。
　また、たとえ専門能力が一次元であるとしても、競争企業の先進性を学習するための
チャンネルがそうした企業数が増加しても増えることはない、と仮定すべき理由は存在し
ない。より多くの企業がより進歩するにつれて、学習のためのより多くかつ豊富な展望が
開けることだろう。すなわち、引き抜くことの出来る労働者の数や情報を仕入れるべき供
給者の数、あるいはバックワード・エンジニアリングすべき製品の数等が増加するのであ
る。また、先行企業の性質に関しても有益な推論が出来るかもしれない。
109
　一方、先行企業にとっては先端に行けば行くほど、自社の利潤に対しての知識増加の限
界的影響は減少するので、前進することは困難になる。しかし、現実には、他社や異業種
の自社に利用可能な新たな知識を吸収し、それらの分野の企業へのキャッチアップの為に
もR＆D投資は欠かせないだろう。
　ここで、さらに産業内に全く同じ条件の企業がn社存在するようなシンメトリックの場
合を考える。それぞれの企業は、他企業のR＆Dを所与として自企業の利潤（πi）を最
大化させるような戦略をとる。これは、最終的に相手の予想と自分の予想が一致するよう
なシンメトリック・ナッシュ均衡を仮定していることに等しい。
　企業の利潤は自社の知識のみらず、産業内の全ての企業の技術知識関数であるとして、
以下の条件が与えられている。
π㌧」＝∂π1／∂Zj＜0，πi：iz」＝＝∂2πi／∂Zi∂z」＜0
Ziは相手企業の知識水準の変化を示し、　ziの増加は、自企業の利潤に対してや自企業の
知識増加による限界的な収益に対して減少させる。また、
π㌧」f：＝∂2π1／∂Zj∂f＜0
つまり、知識が技術的パフt一マンスに大きな影響を与える（知識が製品に結び付く度合
いが大きい）ほど（f↑）、相手企業の知識水準は自企業の利潤に大きな損害を与えると
する。
　それでは、これらの条件のもとで、利潤に及ぼす影響を考察しよう。
πi＝πi（zl）、　z1＝mi＋γi（θΣ，．1nm」＋t）より、π1をmiで微分したものをR
とおけば、
R＝dπi／dm1
　＝（∂πi／∂Zi）（dZi／dmi）
　　十（∂π1／∂Zi）（dγ1／dm量）（θΣ」－11mj十t）
　　十θΣ」．1馳γ」（∂π1／∂Z」）（dZ」／dmi）
　＝π㌧t十π㌧iγ皿i（θΣ洞“m」十t）十θΣ」．1°γ」π㌧」 （2．2）
　ここで、Rは自企業のR＆Dに関しての限界収益である。右辺の第一項πitiは正で、
自企業の知識増加が利潤増加をもたらすという直接的効果を表し、第二項は正で、自企業
の知識増加が自社の吸収能力を高め、相手の知識がスピルオーバーしたものをより多く吸
収できるようになり、利潤を高めるという間接的効果を表す。また、第三項は負で、自企
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業の知識増加がスピルオーバーによって相手知識の増加をもたらし、自己の利潤を減少さ
せるという効果を表している。この負の効果は、第3章で述べられたいわゆる知識の専有
不可能性に基づくもので、（2．2）式では、fr　iの存在がそれを相殺する働きを持っこと
が示されている。
　つぎに、ラーニングの複雑さ（β）、産業のスピルオーバーの程度（θ）、技術的機会
（t，f）の市場構造がR＆D投資へどのような影響をもたらすかについての分析を考察
する。
　シンメトリック・ナッシュ均衡のR＆D投資をMとし、知識が利潤に及ぼすのに一階の
条件のみを考慮し、二階の条件は満たされているものと仮定する。この点にっいては、
CohenニLevintha1自身も、一般性を保証出来ないので実証分析での検証をする必要がある
と述べている。
2－3　ラーニングの複雑さ（β）の直接的効果
（2．2）式をβに関して微分すると、一階の条件のみを考慮して、その符号は
signRβ＝sign（∂M／∂β）
　　　＝sign（π㌔1｛γMβ〔θ（n－1）M＋t〕｝＋θ（n－1）（∂γ／∂β）π㌔」）
　右辺第一項は仮定からrr　i、1＞0、’r　Mβ＞0、0≦θ≦1、11＞1より正となり、ラー
ニングが複雑になれば（β↑）、自社のR＆Dは、相手のスピルオーバー一θ（n－！）M、
産業外知識tを吸収するためにより重要になる。また、第二項も仮定から∂γ／∂β＜o、
π㌧、＜0により正となり、ラーニングが複雑なほど、相手は自社のスピルオーバーをあ
まり利用出来なくなり、R＆Dのインセンティブを高める。従って、全体の符号は正で、
他の事情が等しければ、βの増加はR＆Dを促進させることが分かる。
　つまり、外部知識のラーニングが複雑になり、ターゲットとされる量が減少すれば、自
社のR＆Dは、生産能力を高め、より多くのものを吸収するために、また、相手に奪われ
る心配も小さくなるので研究開発投資を促進させるのである。例えば、半導体などのハイ
テク分野は、相手の知識を吸収するには高度な知識を必要とし、知識吸収が困難なために、
相手の技術水準に遅れをとらないように多額のR＆D投資を行っている。
　ただ、ここでは知識が利潤に及ぼす影響を一階の条件のみに限定しているので、もし、
R＆Dを増やせば知識の単位費用が増加するならば、これは相殺するように働く。
（CohenニLevinthalの指摘）
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2　一一4　産業のスピルオーバーが及ぼす影響
　Spence（1984）のスピルオーバーのモデルでは、スピルオーバーがR＆Dへのインセン
ティブを損ねるというものであった。吸収能力を内生的に導入したモデルでは、　（4．
2）式をθで微分してその符号条件を検討しよう（知識が利潤に及ぼす影響は一階の条件
のみ考慮する）。
sign（∂R／∂θ）＝sign（∂M／∂θ）
　　　　　　　　＝sign　〔πt，iγM（n－1）M十（n－1）γπ㌧i〕
　右辺第一項は、仮定からπ1、1＞0、γM＞0より正となり、スピルオーバーの増加は利
用可能な知識の量を増加させ、R＆Dに対して正のインセンティブを持つことを示す。第
二項は仮定からπ！、」＜0より負となり、スピルオーバーの増加につれて相手に知識を奪
われることによる損失を示す。したがって、全体の符号が正か負か不確定になる。しかし、
知識に関しての収益逓減を考慮しないとすれば、内生的な吸収能力がスピルオーバーによ
る負の効果を相殺させる働きを持つことが分かる。
　また、Rβθに関して微分してその符号条件を検討しよう。ただし、ここでは知識が利
潤に及ぼす影響は一階の条件のみを考慮し、R＆Dが吸収能力に及ぼす影響はγ・MM＝0と
仮定する。したがって、
sign（∂Rβ／∂θ）＝sign（∂2M／∂β∂θ）
　　　　　　　　　＝sign［π㌧1γMβ（n－1）M＋（n－1）γMπ㌧葦（∂M／∂β）
　　　　　　　　　　　　十（n－1）　γβπ㌧」
　　　　　　　　　　　　＋（n－1）　（∂γ／∂M）　（∂M／∂β）π1、」］
　　　　　　　　　＝sign（n－1）（MiγMPπi，i十γβπ量．」十γMβ（π1，1十πi、j）〕
仮定より、γMβ＞O，π1，童＞0で右辺第一項は正、
　　　　　γe＜O，π㌦＜0で右辺第二項は正、
　　　　　tr　MB＞0で、1πi．，1＞1π1，，1ならば、右辺第三項は正。
したがって、全体の符号は正となり、スピルオーバーは知識のラーニングが複雑になるほ
ど、R＆Dを行うインセンティブが高まるのである。
2－5　技術的機会が及ぼす影響
まず、産業外知識（t）の増加がR＆Dへ及ぼす影響を分析する。
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　（2．2）式をtに関して微分すると、その符号条件は以下のとおりである。
sign（∂R／∂t）＝sign（∂M／∂t）
　＝sign［π㌧1γM十｛（∂R／∂π㌧1）　（∂π㌧葦／∂Zi）　（∂Zi／∂t）
　　　　　十（n－1）　（∂R／∂π㌧章）　（∂π㌧i／∂z3）　（∂Z」／∂t）｝
　　　　　十｛（∂R／∂π㌧」）　（∂π1、i／∂z1）　（∂Zi／∂t）
　　　　　十（∂R／∂π㌧」）　（∂π／∂z」）　（∂Zj／∂t）
　　　　　十（n－2）　（∂R／∂π㌧」）　（∂π㌧j／∂Zk）　（∂Zk／∂t）｝］
　　　　　　　　　　　　　　（ただし、i≠j≠k）
　＝sign［π㌔17’　M十γ｛πt、i、i（1十γM（θΣM十t））
　　　　　十π㌧1、」（n－1）（1十γM（θΣM十t））｝
　　　　　十θ（n－1）γ2｛π1zitl十π㌧」2」十（n－2）πlsitk｝］
　＝sign［trMπi，i十｛π㌧i，1十（n－1）πitl，iγ｛1十γM（θ（n－1）M十t）｝
　　　　　十θ（n－1）γ2｛πi8董ti十π㌧」g」十（n－2）π㌧」9ヒ｝］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3）
　ここでtの役割について強調するために、
と仮定する。従って（2．3）式は、
θ＝oと置いてスピルオーバーを考慮しない
sign（∂R／∂t）＝sign（∂M／∂t）
　＝sign［γMπ㌧童十｛π㌧1、t十（n－1）π㌧tzi｝　γ（1十γMt）］
となる。
（1）吸収能力が内生的でない場合（7・　M＝　O）
　右辺第一項は0、右辺第二項は仮定からπt、1、1＜0、πi、iz、＜0、γ＞0より、全体
の符号は負となる。従って、その時tはR＆Dの代用となるだけで、結局その分R＆Dを
減らそうと企業は考える。
（2）吸収能力が内生的である場合（’r・M＞0）
tの増加は、右辺第一項が正となり、右辺第二項の知識に対する収益逓減による負の項か
を相殺するように働き、全体としては正か負かあいまいとなる。このことは、吸収能力の
存在を考慮に入れると、外部知識の増加は、それをより多く吸収し利用するためにR＆D
を積極的に行うようなインセンティブが働くことを示している。
次に、技術的機会の第二の要素f（新しい知識が技術的パフォーマンスを改普させる程
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度：知識が製品に結び付く度合い）の増加がR＆Dへ及ぼす影響について見てみる。
　（2。2）式をfに関して微分すると、その符号条件は以下の通りである。
sign（∂R／∂f）＝sign（∂M／∂f）
　＝sign［π㌧it｛1十γM（t十θ（n－1）M）｝十θγ（n－1）π㌧」f］
（2．4）
となる。
（1）吸収能力が内生的でない場合（7’　M＝　O）
　（2．4）式に’r・M＝0を代入すると［πi，it＋θγ（n－1）πt、it］となり、仮定か
らπi、it＞0、0≦θ≦1、γ＞0、π！、lt＜0より、第一項は企業の知識の質の高まり
から収益を増加させる正の効果を示し、第二項は企業の知識の質の高まりはスピルオー
バーによって、同時に相手企業の知識の質をも高めて自社の利益にもたらす負の効果を示
し、全体の符号は正か負か不確定になる。
（2）吸収能力が内生的な場合（7’・M＞0）
　吸収能力が内生的だとすると、内生的でない場合の上での効果に加えて、　（2．4）式
においてγM（t＋θ（n－1）M）の分だけ正の効果が働くことになる。これは製品に結
び付くような知識が増せぱ、それらをより多く吸収し利用するために、R＆Dを積極的に
行うようなインセンティブが働くことを示している。全体の符号としては正か負か不確定
だが、吸収能力を考慮した場合の方が、考慮しない場合より知識の質の高まりに伴いR＆
Dの量は増えることになる。
　以上の分析は、技術的機会がどのようにR＆Dの水準に影響を与えているのかという直
接的な効果に限ったものであったが、今度はこの効果がラーニングの複雑さによって、ど
のようにR＆Dの水準に影響を与えるのかを分析する。ここでは再び、知識が利潤に及ぼ
す影響を一階の条件のみに限定して、また、γ・MM＝oとの仮定を置き、　（∂2R／∂t∂
β）、（∂2R／∂f∂β）の符号条件を検討しよう。
　（2．3）式は、仮定からπt、i、i＝0、7T　i、i、J・＝0、πt、i。J＝0、πi、d、k＝Oより、
sign（∂R／∂t）＝sign（∂M／∂t）＝sign（γMπizi）
したがって、
sign（∂2R／∂t∂β）＝sign（∂2M／∂t∂β）＝sign（7’　Mβπ㌧1）
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仮定から、7・　Mβ＞0、π覧、、＞0より、全体の符号は正となる。
　一方、　（2．4）式から、
sign（∂2R／∂f∂β）＝・sign（∂2M／∂f∂β）
＝sign［γMβ｛t＋θ（n－1）M｝π㌧lt＋πi、且fθ（n－1）7・　M（∂M／∂β）
　　＋θγβ（n－1）π1、1f＋θ（∂γ／∂M）　（∂M／∂β）　（n－1）π藍，lr］
＝sign［γMβ｛t十θ（n－1）M｝π㌧lf十θ（n－1）γβπ㌔if
　　＋θ（n－1）γM（π㌧1f＋π1、」f）　（∂M／∂β）］
仮定より、tr・Mβ＞0，0≦θ≦1，πt，it＞0で右辺第一項は正、
　　　　　0≦θ≦1，γβ＜0，π量、lr＜0で右辺第二項は正、
　　　　　0≦θ≦1，7’　M＞0，Mβ＞0で、1π1、itI＞iπ1、lflならば、右辺第二
　　　　　項は正。
したがって、全体の符号は正となる。
　よって、技術的機会の増加がR＆D投資のインセンティブに与える影響は、ラーニング
が複雑になるほど、高まることが分かった。
2－6　分析の結果
　本章での分析の結果を整理すると、以下のような結論になる。
①知識が利潤に及ぼす影響を一階の条件のみに限定すれば、外部知識のラーニングが複
　雑になり、ターゲットとされる量が減少するほど、企業はR＆Dによって技術水準を高
　めていき、相手企業の技術知識の吸収に努め、また、相手企業からのスピルオーバーを
　困難にさせるような行動をとる。
②知識に関しての収益逓減を考慮しないとすれば、R＆Dのインセンティブに対して産
　業のスピルオーバーは、自社の知識の専有性の低下から生じる負の効果と、逆に利用可
　能な相手企業の知識の増加による正の効果の相反する2つの働きを持ち、どちらの効果
　が強いかは不確定であるが、ハイテク産業のようにラーニングが複雑な場合には、スピ
　ル才一バーはR＆Dのインセンティブを高める方向に働く。
⑧技術的機会については、産業外知識の量の増加及び知識の質の高まりのどちらも、吸
　収能力の存在を考慮に入れると、それぞれ知識に対する収益逓減、自社の知識の専有不
　可能性の負の効果を相殺させるようにR＆Dへのインセンティブに働く。また、知識が
　利潤に与える影響を一階の条件のみを考慮すれば、技術的機会の増加はラーニングが複
　雑になるほどR＆Dのインセンティブを高めるように働く。
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第5章　研究開発競争と産業組織の構造
　本章では、産業構造の点から、どのような要因がR＆Dへのインセンティブとして影響
を及ぼしているのか考察する。そこでは、スピルオーバーを導入したLevin＝Reiss（1988）
［13］のモデルを取り上げ、スピルオーバーによってどのような効果が加わっているのか
を検討していく。
　Levin＝Reiss（1988）は、　Dasgupta＝Stiglitz（1980）［11］やSpence（1984）［15］らによる
R＆Dと市場構造に関するモデルを、二つの方向で拡張した。第一に、コストを削減させ
るプロセスR＆Dだけでなく、需要を創造させるプロダクトR＆Dをもモデルの中に導入
して評価したことである。第二に、これまでのR＆Dのスピルオーバーの特徴を一般化し
て、自企業と相手企業のR＆Dは不完全な代替物であるとしたことである。そして、いか
にR＆D投資のスピルオーバーがR＆D支出と市場集中に影響を与えるかについて、比較
静学によってこれらの関係を検討している。
　まず初めに、コスト削減のプロセスR＆Dについて採り上げる。
　企業の生産量をq、固定費用をf、限界費用cを一定、そして、プロセスR＆Dは限界
費用のみに影響を与えるとの仮定を置く。また、プロセスR＆Dは自（i）企業によるプ
ロセスR＆D（Xi）、相手（」）企業によるプロセスR＆D（x」）の二つをモデルの中
に採り入れ、産業外の企業によるR＆Dのスピルオーバーについては単純化のために省略
されている。
　ここでは、二つ目の仮定で、自企業のプロセスR＆Dと相手企業のプロセスR＆Dは不
完全な代替物だとしている。そして、i企業の限界費用c曇は、　i企業のプロセスR＆D
が自社の利用する知識に貢献する量（Xi）と、産業内のプロセスR＆Dによるi企業に
利用可能な知識の量（Xユ）の増加に伴い、下方にシフトすると仮定する。
　したがって、
c量＝c韮（Xi，　Xi）
∂Ci／∂Xi＜0，∂c覧／∂X匪く0
（5．D
　産業内におけるi企業に利用可能な知識の量は、i企業のR＆Dにより産業内に漏れた
知識と、相手企業のR＆Dのスピルオーバーによるものとの合計だから、
X重＝xユ十ωxΣ」－1駆X」＝Xi十ωxX－1 （ただし、j≠i） （5．2）
ここで、ωxはプロセスR＆Dのスピルオーバーの範囲を示すパラメーター（0≦ω、≦
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1）で、nは産業の企業数を表している。　（5．2）式は、産業の製品知識に寄与する自
企業のプロセスR＆Dと相手企業のプロセスR＆Dは、自社に利用可能な産業知識のプー
ルにおいて、完全な代替物であることを示したものである。すなわち、Xiは相手のプロ
セスR＆Dの（1／ωx）倍と同じ価値を持つ。
　Spence（1984）では、限界費用は産業全体のR＆Dの量においてのみに依存するとした。
（すなわち、c＝c（X，））。一方、　DasguptaニStiglitz（1980）ではωx＝0として、限界
費用は自社のプロセスR＆Dのみに依存するとの仮定をおいている。　（すなわち、c＝c
（Xs））。それに対し、このモデルでは、自企業のR＆Dにより生じる自社に特有な知識
と、産業内に分け与えられて共有される知識とは完全な代替物ではないとし、切り離して
いる。
　次に、自企業と相手企業のR＆Dとの間の関係を明らかにするたあ、それぞれのプロセ
スR＆Dの種類に関する限界費用の弾力性を見てみる。
ε麗二一（∂C／C）／（∂Xi／Xi）
　＝｛一（Xi／C）　（∂C／∂Xi）｝
　　十｛一（x童／c）　（∂c／∂X，）　（∂X二／∂x童）｝
　・＝α．十｛一（x5／c）　（∂c／∂X，）｝　　（∵∂X葦／∂x量＝1）
　＝α．十｛一（Xi／c）　（∂c／∂Xi）　（X量／X，）｝
　＝α．十γx・（Xi／Xs）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．3）
ε．＝一（∂c／c）／（∂X．．，／X－，）
　＝一（X－，／c）　（∂c／∂X，）　（∂X，／∂X－1）
　＝一ωx（X－i／c）　（∂c／∂Xi）　（X，／X，）
　　　　　　　　　　　　　（∵（5．2．2）より、∂X五／∂X－i　＝：　cox）
　＝ωxγx・（X－，／Xi）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．4）
α．：スピルオーバーがない時の自企業のプロセスR＆Dに関しての生産コスト
　　の弾力性（α．は正の定数）
αx＝一（∂／C）／（∂Xi／Xi）
γx：産業のR＆Dのプールに関しての生産コストの弾力性（共有された知識の
　　生産性）（γxは正の定数）
γx＝一（∂c／c）／（∂X童／X，）
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　（5．3）式は自企業のR＆D（Xt）が、α．とγxの2つの点からコストを削減させる
ことを意味している。i企業が独占による場合は、（5．3）よりεx＝α．＋γxで適切な
コストの弾力性を持ち、寡占の場合には、　（5，3）の第二項から生産性の効果を完全に
享受出来ないことを示している。α．，γxは正の定数だと仮定しているので、　（5．3）
から相手企業の研究開発競争の増加（X一且↑）に伴い、自企業のR＆Dの限界生産力が小
さくなることを示している。
　（5．4）式はR＆Dの外部性の効果を表している。そこでは相手に漏れる使用可能な
知識の範囲（ωx）と分け与えられた知識の生産性（γx）との区別を行い、技術的に似た
産業で異なった量のR＆Dを支出するのも、相手のR＆Dによって生み出された知識が手
に入る程度（パテント保護の強さや生み出されたものが巧みに処理される程度）と、その
獲得されたR＆Dの有用さの2つの大きさの違いによるものだとしている。
　次に需要創造のプロダクトR＆Dについてであるが、プロセスR＆Dがコストに影響を
与えるのと同じように、プロダクトR＆Dは企業の需要計画に影響を与えると仮定してい
る。消費者選好を表す総効用関数Uを以下のように仮定する。
U（Q）＝U（Glq1＋G2q2＋・・・…＋G。qn） （5．5）
ここで、
G，・＝G，（yi，　Y，） （5．6）
Q　：産業全体の産出高の指数
qi：i企業の産出高
G董：i企業の生産物の魅力
yi：i企業のプロダクトR＆Dの量（プロセスR＆DのXlに相当するもの）
Y，：産業全体のプロダクトR＆Dの量
また、yiとYiの間にはプロセスR＆Dと同様に以下のような関係がある。
Y奮＝yl十ωYΣ」－1”yl＝y1十ωYY－t　（j≠i） （5．7）
自企業のR＆Dは、直接的に製品の質を高め、間接的に他企業の製品の質を高めることの
両方の効果で、需要にも影響を及ぼすことになる。ある財の逆需要は、　（5，5）をQに
関して微分したものが価格と等しいとおくことによって得られるので、
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　　　　Pi＝：（∂U／∂Q）　・G，（yi，
　　　　p：産業の価格指数
Gの弾力性を以下のような定義する。
Y，）＝P（Q）G， （5．8）
εy＝（∂G／G）／（∂yi／yi）＝α．十γY・（yi／Y」）
εY＝（∂G／G）／（∂Y一五／Y－1）＝ωYγY・（Y－i／Y1）
（5．9）
（5．10）
ここで、プロダクトR＆Dの場合、相手企業のR＆Dは自企業の製品の魅力を損ねること
もあるので、γyは正だとは限らない。
　以上より、この産業内企業iの需要関数をPi＝Pi（qi
企業の直面する最適化問題を定式化すると、
Q， Yi，　Y，）と置いて、
　max。Lxl，，int＝（P，（qltQ，yi，Y1）－ci（xt，X，））qi－xi－yニーf垂
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く5．11）
となる。ここでは、生産量とR＆Dの決定に関し、それぞれの企業はクー一ルノー・ナッ
シュ均衡の推測をすると仮定し、シンメトリック均衡の状態を想定している。従って、産
業内の全ての企業について、qi＝q，　Xi＝x，　yi＝yであり、市場で決まる企業数を
nとすれば、Q＝nGq，　X＝＝nx，　Yニnyが成立する。（5．11）にっいてのqt，xi，
Ylに関する主体的均衡条件は、一階の条件により、以下のようになる。
　　　P［1－（1／ε）（1／n）］＝c　　　　　（※1）　　　（5．12）
一［（∂c／∂x）＋（∂c／∂X）］qニ1　　　　（※2）　　　（5．13）
　［（∂P／∂y）＋（∂P／∂Y）］q＝＝1　　　　（※3）　　　（5，14）
ただし、ε＝一（dQ／dP）（P／Q）で産業全体の需要の価格弾力性
が成立する。
　（5．12）式は、利潤最大点において、左辺のクールノー一型寡占競争均衡における限界
収入が、右辺の限界費用に等しくなることを示している。
　また、　（5．13）式は、利潤最大点において、右辺のプロセスR＆D投資の追加的増分
が、左辺のそれによる利潤の追加的増分（生産費用削減効果）に等しくならなくてはなら
ないことを示している。
　同様に（5．14）式は、利潤最大点において、左辺のそれによる利潤の追加的増分（需
要創造効果）に等しくならなくてはならないことを示している。
　さらに、ここでの自由参入市場においては、均衡条件によって、企業のR＆D投資は利
潤の中から賄わなければならず、従ってこの市場へは、利潤からR＆D支出を差し引いた
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ものが0になるところまで参入が行われることを意味しているので、以下のように表され
る。
　　　　［P－c］q＝x十y十f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．15）
　　f：R＆D支出を除いた固定費用
（5．15）式の両辺に（1／Pq）を掛けると、
　　　　（P－c）／P＝（x十y十f）／PqニR十D十F　　　　　　　　（5．16）
ここで、Rは産業のプロセスR＆D投資の対売上高比率（プロセスR＆D投資集約度）、
Dは産業のプロダクトR＆D投資の対売上高比率（プロダクトR＆D投資集約度）、Fは
産業のR＆D支出を除いた固定費の対売上高比率である。
　（5．12）、　（5．15）より、
H＝1／n＝ε（R十D十F）
ここで、Hは集中度のハーフィンダール指数である。（注5）
　（5．2．12）式の両辺に（x／Pq）を掛け、若干の変形を施すと、
（5．17）
　　　R／（1－（R十D十F））＝α．十［γx／｛1十ωx（n－D｝］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※4）　（5．18）
そして、　（5．17）より、
R＝α．［1－（H／ε）］
　　十γx［1／｛1十ωx（n－1）｝一（H／ε）　｛1／（1十ωx（n－1））｝］
また、（5．18）式をAとおくと、（5，19）式を変形して、
H＝＝ε［1－（R／A）］
ただし、A＝αr＋［γx／｛1十tU・x（n－1）｝］
同様にプロダクトR＆Dについても、
D＝α7十［7Y／｛1十ωY（n－1）｝］
（※5）　（5．19）
（※6）　（5．20）
（※7）　（5，21）
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D／｛1－（R十D十F）｝＝α，［1－（H／ε）］
　　　　　　　　　　　　　　十γY／［｛1十ωY（n－D｝　｛1－（H／ε）｝］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※8）　　（5．22）
となる（注6）。（5．18）のαx、（5．21）のα，は、スピルオーバー効果を一定とした
場合のそれぞれの費用あるいは価格の、R＆Dによる弾力性である。これは、産業のR＆
Dからのスピルオーバー効果が一定に保たれた時の、企業が費用削減あるいは需要創造に
携わる技術的機会と考えられる。そして、（5．19）、　（5．21）の第二項は、それぞれの
スピルオーバーの範囲（ωx，ωY）と生産性（γx，γy）という専有性の2つの側面が、
R＆D投資へ影響を及ぼしていることを意味している。　つまり、プロセスR＆Dについ
て（5，19）、（5．20）式より、集中度（H）とR＆Dの強さ（R）は技術的機会（α．）
や需要の価格弾力性（ε）の増加につれて増加し、また、スピルオーバーの生産性（γx）
の増加につれて増加し、スピルオーバーの範囲（ωx）の増加につれて減少する。また、
プロダクトR＆Dについて（5．21）式より、R＆Dの強さ（D）は技術的機会（α．）や
スピルオーバーの生産性（γY）の増加につれて増加し、スピルオーバーの範囲（ωのの
増加につれて減少する。
　※の式の導出については、APPENDIXを参照せよ。
第4章おわりに
　この論文では、スピルオー一バーを導入したモデルで、技術革新が企業の生産コストや価
格、及び利潤にどのような影響を与え、その結果、企業の研究開発投資に対してどのよう
なインセンティブが働いているのかを検討してきた。
　特に第2章では、R＆Dの第二の役割である吸収能力を高めるという働きを考慮するこ
とによって、企業のR＆D投資への私的インセンティブが高あられるということが分かっ
た。すなわち、内生的な吸収能力が、スピルオーバーによる専有性の低下というR＆D投
資へのインセンティブの負の効果を相殺させる働きを持っているのである。
　そして、その効果はハイテク分野のように外部知識のラーニングが複雑になるほど強く
なり、相手企業に遅れをとらないよう生産能力を高めてより多くのものを吸収するために、
あるいは相手のラーニングを困難にさせるためにも、自社のR＆Dを積極的に行なうよう
な行動に移ることが分析された。また、外部知識の量が増えるほど、そして、知識が製品
によりよく結び付くほど、R＆Dは促進されるが、その効果はラーニングが複雑なほど、
より大きくなることも分析された。
　そこでの仮定は、知識が利潤に及ぼす一階の条件のみに限定してあることや、パラメー
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ターを実際にどう測定するかの技術的な問題は残るものの、これらの分析は、1970年
代後半からのハイテク分野を中心とした目覚ましい研究開発競争を説明する上で、大いに
役立つものであろう。それは、最近のR＆Dラッシュの背景として、技術知識が非常に高
度で複雑になり、また、学際的で、メカトロニクス革命とも言われるように技術融合が進
み、特に機械系産業の多角化と通信・電子産業の機械技術への多角化が非常に目覚ましい
状況にあるためである。
　第3章では、R＆Dを市場構造の点から、スピルオーバーの範囲の増加によるR＆Dの
減少を、スピルオーバーの生産性の上昇が相殺するようにR＆Dを強める働きを持つこと
が示された。これは、ハイテク分野のように、応用性が高く市場に漏れやすくても、製品
知識の革新性が高く付加価値の高いものは、R＆D投資へのインセンティブが非常に強い
ことを意味している。
　以上の分析では、現実の現象に非常に即した結論が得られたが、同時に新たな問題をも
投げかけた。
　第一に、市場の効率性の問題である。以前の研究ではSpence（1984）がスピルオーバーは
一企業当たりのR＆Dを減少させ、市場の効率性が高められると述べているが、ここでの
分析ではスピルオーバーにR＆Dのインセンティブを高める誘因が存在していることを示
し、効率性の問題までは触れていない。そうだとすれば、スピルオーバーによって市場の
効率性はスペンスの言うほど完全には改善されないということになる。実際には、プロダ
クトR＆Dによって新製晶がでれば、多様性増大の利益が生じ、また、価格が以前と同じ
でも、製品の質は技術革新によって高あられているはずだから、全体の効用水準はシフト
しているであろう。
　第二に、ここでは主に同質財を考え、生産費用を切り下げるような技術革新をもたらす
R＆Dが有効な場合を想定してきた。ところが、実際にすべての企業の財が完全に等しい
ということはなく、製品差別化が行われ、各企業の生産物は密接な代替財ではあるが完全
な代替財ではない場合がほとんどである。したがって、この場合には、相手企業の価格切
り下げというより攻撃的な行動は、自分の生産物価格の切り下げという攻撃的な行動を誘
発することになる。このような企業間競争が戦略的補完の関係にあれば、自分が攻撃的で
ないことを相手に信じさせることによって初あて相手企業の行動をより受容的なものにし、
自分の利潤を増やすという戦略的行動をとるだろう。これは、R＆Dを行うインセンティ
ブを損ねるかもしれない。また、ハイテク産業の問題をシンメトリックで考えることも議
論の余地が残る。
　第三に、研究開発投資と他の投資との明確な区別が、Levin　＝　Reiss（1988）のモデルにお
いてはなされていない。プロダクトR＆D投資をそのまま広告投資に置き換えても同様な
結論が導かれてしまう。
　第四に、研究開発は動学的にとらえる必要があろう。R＆Dにはリスクも伴い、また、
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長期的な展望から利潤を最大化させるように決定される。しかし、
めの大きな前進となるにちがいない。
　以上、これらのさまざまな問題点は今後の研究課題である。
ここでの分析はそのた
（注1）　石井（1984）については、
　　　技術」を参照。
「企業戦略とテクノロジー」　［7］の序論一「企業と
（注2）　Baumol［9］は、価格と生産量とは、売上高最大化や利潤最大化の点で決まる
　　　のではなく、売上高成長率の最大化による最適利潤点で決まるとしている。日本語
　　　文献の入門書として矢島［4］を参照。
　　　　また、企業がそのシェアを高め、規模を大きくしようとする理由は、大きな独
　　　占力を得ることに加え、規模の経済性を実現するためでもある。規模の経済性が
　　　存在すれば、市場シェアが無視できるほど小さく、一つの企業の行動が他の企業
　　　の経済環境にほとんど影響を与えない完全競争の場合とは異なり、寡占企業間の
　　　競争においては、その相互関係を反映して戦略的行動が重要となる。
　　　　コンテスタビリティの理論によれば、仮に一企業のシェアが100％であって
　　　も、参入・退出に費用がかからず、潜在的な参入企業が存在する結果として潜在
　　　的な競争圧力が存在すれば、資源配分上もっとも効率的な状態が達成されるとし
　　　ている。コンテスタビリティの理論については、奥野・鈴村［1］第V部を参照
　　　せよ。
（注3）学習（ラーニング）効果についての説明はBera［8］p．17
（注4）Kreps＝Spence［12］については、桑田［7］を参照せよ。
（注5）ハーフィンダール指数（H）は、一般に以下のような式で表される。
H＝Σ1＝ln（kI／K）2
k，：i番目の企業の生産量あるいは売上高
K：当該産業の生産量あるいは売上高
n：産業内の企業数
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　　　　ここではシンメトリックを想定しているので、i番目の企業の生産量をqiと
　　　して、
　　　H＝Σユー：n（q五／Σi－1“qi）2
　　　　＝Σ｝，ln（qL／nql）2
　　　　＝n（1／n）2
　　　　＝1／n
　　　となる。ハーフィンダール指数のもつ利点は、企業間の集中度格差と企業数との
　　　双方を単一の指標で示し得ること、及び集中度格差の変化も敏感に表現できると
　　　いう特性をもつ点にあるとされる。　「体系経済学辞典」　［3］を参照。
（注6）　Levin＝Reiss（1988）では、プロダクトR＆Dについて、
　　　D＝α．［1－（H／ε）］
　　　　　十γY［1／｛1十ωY（n－1）｝一（H／ε）］
　　　及び
　　　D／｛1－（R十D十F）｝
　　　　　　＝αy
　　　　　　　十γY｛1－（H／ε）｝　［1／｛1十ωy（n－1）｝一（H／ε）］
　　と表記されているが、計算により、異なった結果が導出された。（5．21）式と
　（5．22）式の導出についてはAppendix（※7）、（※8）を参照せよ。
　　　　　　　　　　　・……　APPENDIX　・一・・
（※1）（3．12）の導出
　　　∂πi／∂q童＝Pi十（∂P1／∂qi）q1－Ci・＝O
　　　　　　Pt［1十（∂Pi／∂qi）　（q聖／P，）］＝c1
　　　シンメトリックなので、
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　　　　　　P［1十（∂P／∂q）（q／P）］＝c
変形して、
　　P［1十（∂P／G∂q）　（Gq／P）］ニc
　　P［1＋（∂P／∂Q）　（Gq／P）］＝c
　　P［1＋（∂P／∂Q）　（Q／P）　（P／Q）　（Gq／P）］ニc
ここで、需要の価格弾力性をεで表すと、
ε＝一（∂Q／∂P）　（P／Q）だから、
P［1－（1／ε）　（P／Q）　（Gq／P）］＝c
仮定から、Q＝G，Σ，．lnqi＝nGqより、
P［1－（1／ε）（1／n）］＝c
（※2）（3．13）の導出
∂π1／∂X亘＝（∂πユ／∂C…）　（∂C盤／∂X童）qi
　　　　　　十（∂πi／∂Ci）　（∂c轟／∂Xl）q五十（∂πi／∂Xl）
　　　　　＝0
∂πi／∂c1＝－1，　∂πi／∂Xi＝1－1より、
一（∂Ci／∂Xi）qi－（∂c量／∂Xi）qi－1＝0
　－［（∂Ci／∂x五）十（∂Ci／∂Xi）］qi＝1
シンメトリックなので、
　　　一［（∂c／∂x）十（∂c／∂X）］q＝1
（※3）（3．14）の導出
∂π｝／∂yi＝（∂π1／∂Pi）　（∂P重／∂y！）qi
　　　　　　十（∂π五／∂Pi）　（∂Pユ／∂Y，）q1十（∂πi／∂yi）
　　　　＝0
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∂π重／∂P量＝1，　∂π量／∂yl＝＝－1より、
（∂Pl／∂yl）qi十（∂Pl／∂Yi）q1－1＝0
　［（∂P藍／∂y量）十（∂PI／∂Y，）］qi＝1
　　　シンメトリックなので、
　　　　　　　［（∂P／∂y）十（∂P／∂Y）］q＝＝1
（※4）、　（※5）、　（※6）
　　　（3，18）、（3．19）、（3．20）の導出
　（3．15）の両辺に（x／Pq）（売り上げに対するプロセスR＆D支出の比率）を掛
ける。
x／Pq＝R＝一［（∂c／∂x）十（∂c／∂X）］q。（x／Pq）
　　　　　＝一（1／P）　［x（∂c／∂x）十x（∂c／∂X）］
（3．12）より、
c／P＝＝1－（1／εn）＝1－（R十D十F）
　　　　　　　　　（∵（3，17）より、　（1／n）＝ε（R十D十F））
R／｛1－（R十D十F）｝＝R／（c／P）＝R・（P／c）
　＝　一一（1／P）　（P／c）　［x（∂c／∂x）十x（∂c／∂X）］
　＝一（x／c）　（∂c／∂x）一（x／c）　（∂c／∂X）
　＝　一一（x／c）　（∂c／∂x）一（x／c）　（∂c／∂X）
　＝＝　一一（x／c）　（∂c／∂x）一（x／c）　（∂c／∂X）　（X／X）
　＝α．十γx・（x／X）
シンメトリックの仮定から、X＝x＋tU・x（n－1）xより、上式は、
　＝αx十γx［x／｛x十ωx（n－1）x｝］
　＝αx十［’）’x／｛1十ωx（n－1）｝］
1－（R＋D＋F）＝＝1－（H／ε）より、
R＝αr［1－（H／ε）］
　　＋γx［1／｛1＋ω・（n－1）｝一（H／ε）｛1／（1＋ω、（n－1））｝］
αx十［γx／｛1十ωx（n－1）｝］＝Aとおいて、
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R／｛1－（H／ε）｝＝＝A
　1－（H／ε）＝R／A
　　　　　H／ε＝1－（R／A）
　　　　　　H＝ε｛1－（R／A）｝
上式は、ε↑⇒H↑、α．↑⇒H↑、γx↑⇒H↑、ωx↑⇒H↓を意味している。
（※7）、　（※8）
　　　（3．21）、　（3．22）の導出
　Levin＝Reiss（1988）では、プロダクトR＆DについてもプロセスR＆Dの場合と同様の
計算を行っている。
　（3．14）の両辺に（y／Pq）（売り上げに対するプロダクトR＆D支出の比率）
を掛ける。
y／Pq＝D＝一［（∂P／∂y）十（∂P／∂Y）］q・（y／Pq）
　　　　　＝（1／P）　［y（∂P／∂y）十y（∂P／∂Y）］
　　　　　＝（y／P）　（∂P／∂y）十（y／P）　（∂P／∂Y）
　　　　　＝（y／G）　（∂G／∂y）十（y／G）　（∂G／∂Y）
　　　　　　　　　　　　　（∵（5．2．8）からP＝pG（y，　Y））
　　　　　＝（y／G）　（∂G／∂y）十（y／G）　（∂G／∂Y）　（Y／Y）
　　　　　＝α．十γY・（y／Y）
シンメトリックの仮定から、Y＝y＋ωY（n－1）yより、上式は、
　　　　　＝αy十γy［y／｛y十ωY（n－1）y｝］
　　　　　＝αr十［γY／｛1十ωY（n－D｝］
1－（R＋D＋F）＝1－（H／ε）より、
D／｛1－（R十D十F）｝＝D／｛1－（H／ε）｝
　　　　　　　　　　　　　＝α7／｛1－（H／ε）｝
　　　　　　　　　　　　　　十γY／［｛1十ωY（n－1）｝　｛1－（H／ε）｝］
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